
JP 2013-246021 A5 2015.6.11

10

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
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【公開番号】特開2013-246021(P2013-246021A)
【公開日】平成25年12月9日(2013.12.9)
【年通号数】公開・登録公報2013-066
【出願番号】特願2012-119424(P2012-119424)
【国際特許分類】
   Ｇ０１Ｊ   1/02     (2006.01)
   Ｇ０１Ｊ   5/48     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  37/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０１Ｊ    1/02     　　　Ｃ
   Ｇ０１Ｊ    1/02     　　　Ｑ
   Ｇ０１Ｊ    5/48     　　　Ａ
   Ｈ０１Ｌ   37/02     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成27年4月16日(2015.4.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体基板と、
　前記半導体基板上に設けられた支持部材と、
　前記支持部材上に設けられ、受けた電磁波の量に応じた電気信号を１対の電極から取り
出すことのできる検出部と、
　前記半導体基板を貫通し、前記１対の電極と電気的に接続された導電性を有する１対の
ビアとを有し、
　前記半導体基板の前記１対のビアの間に、前記支持部材側に開放する空隙が設けられて
いることを特徴とする熱型電磁波検出素子。
【請求項２】
　平面視で、前記１対のビアの前記支持部材側の面のそれぞれと前記空隙とが重ならない
請求項１に記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項３】
　前記空隙は、前記半導体基板に対してエッチング処理を施すことにより形成されたもの
である請求項１または２に記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項４】
　前記エッチング処理における前記半導体基板の構成材料のエッチングレートは、前記支
持部材の構成材料のエッチングレートよりも高い請求項３に記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項５】
　前記１対のビアの前記支持部材側の面は、それぞれ、前記支持部材の前記半導体基板側
の面側に位置している請求項１ないし４のいずれかに記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項６】
　前記検出部は、前記１対の電極と前記１対のビアとを電気的に接続する１対の電極配線
を有しており、
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　前記１対の電極配線は、それぞれ、前記支持部材を貫通して前記１対のビアと電気的に
接続されている請求項１ないし５のいずれかに記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項７】
　前記１対のビアは、それぞれ、前記支持部材を貫通して設けられている請求項１ないし
４のいずれかに記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項８】
　前記１対のビアは、それぞれ、その横断面積が前記支持部材側へ向けて漸減している請
求項１ないし７のいずれかに記載の熱型電磁波検出素子。
【請求項９】
　半導体基板と、該半導体基板上に設けられた支持部材と、該支持部材上に設けられ、受
けた電磁波の量に応じた電気信号を１対の電極から取り出すことのできる検出部とを有す
る積層体を得る工程と、
　前記半導体基板を貫通し、前記１対の電極と電気的に接続された導電性を有する１対の
ビアを形成する工程と、
　前記半導体基板に対してエッチング処理を施し、該半導体基板の前記１対のビアの間に
、前記支持部材側に開放する空隙を形成する工程とを有することを特徴とする熱型電磁波
検出装置の製造方法。
【請求項１０】
　半導体基板と、該半導体基板上に設けられた支持部材とを有する積層体を得る工程と、
　前記半導体基板を貫通し、導電性を有する１対のビアを形成する工程と、
　前記支持部材上に、前記１対のビアと電気的に接続された１対の電極を有し、受けた電
磁波の量に応じた電気信号を該１対の電極から取り出すことのできる検出部を形成する工
程と、
　前記半導体基板に対してエッチング処理を施し、該半導体基板の前記１対のビアの間に
、前記支持部材側に開放する空隙を形成する工程とを有することを特徴とする熱型電磁波
検出装置の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１ないし８のいずれかに記載の熱型電磁波検出素子が複数、２次元的に配置され
ていることを特徴とする熱型電磁波検出装置。
【請求項１２】
　請求項１ないし８のいずれかに記載の熱型電磁波検出素子を少なくとも１つ備えること
を特徴とする電子機器。
【請求項１３】
　複数の前記熱型電磁波検出素子が２次元的に配置された熱型電磁波検出装置を備える撮
像装置である請求項１２に記載の電子機器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　本発明の熱型電磁波検出装置の製造方法は、半導体基板と、該半導体基板上に設けられ
た支持部材とを有する積層体を得る工程と、
　前記半導体基板を貫通し、導電性を有する１対のビアを形成する工程と、
　前記支持部材上に、前記１対のビアと電気的に接続された１対の電極を有し、受けた電
磁波の量に応じた電気信号を該１対の電極から取り出すことのできる検出部を形成する工
程と、
　前記半導体基板に対してエッチング処理を施し、該半導体基板の前記１対のビアの間に
、前記支持部材側に開放する空隙を形成する工程とを有することを特徴とする。
【手続補正３】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　以下、本発明の熱型電磁波検出素子、熱型電磁波検出素子の製造方法、熱型電磁波検出
装置および電子機器の好適な実施形態について、添付図面を参照しつつ説明する。
　＜第１実施形態＞
　まず、本発明の熱型電磁波検出素子の第１実施形態について説明する。
　図１は、本発明の第１実施形態に係る熱型電磁波検出素子を示す平面図、図２は、図１
に示す熱型電磁波検出素子の断面図、図３～図６は、図１に示す熱型電磁波検出素子の製
造方法を説明する断面図である。なお、以下では、説明の便宜上、図２～図６中の上側を
「上」、下側「下」、右側を「右」、左側を「左」と言う。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　１．熱型電磁波検出素子
　図１および図２に示す熱型電磁波検出素子１は、電磁波を検出する焦電型の検出素子で
ある。電磁波には、例えば、電波、赤外線、可視光線、紫外線、Ｘ線、ガンマ線が含まれ
るが、以下では、代表して、主に赤外線（およそ０．７μｍ～１０００μｍの波長を有す
る光）を検出する焦電型の赤外線検出素子について説明する。なお、電波、可視光線、紫
外線、Ｘ線、ガンマ線等の赤外線以外の電磁波を検出する場合についても、熱型電磁波検
出素子１と同様の構成とすることができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８０】
　以下、第３実施形態の熱型電磁波検出素子について、前述した第１実施形態との相違点
を中心に説明し、同様の事項については、その説明を省略する。
　図８に示すように、第３実施形態の熱型電磁波検出素子１では、空隙２３は、基板２を
その厚さ方向に貫通している。換言すれば、空隙は、基板２の上面２２側、すなわち基板
２のメンブレン４側のみならず、基板２の下面２１側、すなわち基板２のメンブレン４と
反対側にも開放している。
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